
平成 26 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　
①事務事業名 担

当
部
課

部課コード 080200 ℡ 2991-1811

事業コード
成人歯科検診事業 健康管理課

080204

開始年度　　　平成 12 年度 → 終了年度　　　平成 年度 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 検診グループ

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

事業の種別 ■ 自治事務 □ 法定受託事務 □ 法定受託＋附加 根拠法令

分野別計画・指針
健康増進法

関連・類似事業 成人歯科健康教室、健康相談事業

総合計画の体系 章 健康・福祉 節 保健・医療
基本
方針

生涯を通じた健康づくりを推進します

事業開始の背景
老人保健法に基づき歯周疾患検診（成人歯科検診）として平成12年より実施、平成20年より健康増進法第十九条の二及び健康増進法施行規
則第四条の二に基づく事業として、継続して実施。

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

高齢期における歯の健康を維持し、食べる喜びを享受できるよう、歯の喪失を予防することを目的とする。

対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
13,275 人

単位
平成 24 年度 13,347 人

（千円）

市内に居住する節目年齢（40・50・60・70歳)の方のうち通院での検査や歯科治療等
を行っていない方の想定人数 平成 25

（千円）

年度

平成

事業の具体的な内容及び実施方法

【実施内容】　問診・口腔内診査（歯列・咬合・顎関節・歯垢の状態、粘膜の状態、歯の状況、歯周組織の状況 、その他の所見の診査)
　　　　　　　　 検診結果の説明および保健指導
【周知方法】　4月発行の健康カレンダーで周知するとともに、対象年齢になる方全員に勧奨ハガキを送付する。
【実施時期】　6月から10月（21回実施）
【会　　場】　　保健センター
【実施方法】　検診後、同日中に検診結果を説明。日常での予防指導を行うとともに、要精検・要治療該当者には歯科医療機関への受診を促す。

≪会計種別≫ 一般会計 平成 24 26年度 年度 （千円）

当初予算 10,054 8,059 8,664

平成 25 年度

決　　　算　（見込み含む） 8,922 7,671

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員） （ 0.00 人） （ 0.50 人） （ 0.00 人） （ 0.50 人）

正規職員人件費 0.74 人 6,558 0.39 人 3,466 平成26年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

事業費合計 15,480 11,137

一般財源 13,903 9,692 6,138

国・県支出金 1,351 1,201 2,287

その他（　　　　　　　　　　）一部負担金 ） 226 244 239

⑤
実
績

項目名 項目説明 単位

活動実績

成人歯科検診対象者 年齢対象者数 人

Ｈ 24 Ｈ 25 H26見込み 将来目標

成人歯科検診受診者 受診者数 人 709 728

成人歯科検診申込者 申込者数 人 1,077 1,104 1,003

25 
 

⑥
成
果

　 項目名 項目説明 単位

成果指標 ％

1,800

13,347 13,257 13,371 13,500

1,350

H26目標値 将来目標

目標値 10 10 10 10

Ｈ 24 Ｈ

実 績 5 5 「実績」
拡大図る

「実績」
縮小図る

目標達成状況 どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています ％ 達成率 53 55
↑どちらかを

チェックしてください

成人歯科検診受診率 受診率(受診者数÷対象者数×100)

⑦
改
善
点

平成25年度中に改善した点（どのように改善したか、それにより何がどうなったかを具体的に記載してください）

申込者に対して、毎月末に翌月が受診月である旨の案内はがきを送付したことにより、未受診者の増加を防止した。

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

拡大 縮小
理由

歯科の喪失予防を図るため受診率の低い40・50歳の受診率を向上させる必
要があるため

継続

改善・
効率化

現状
維持

その
他終了

次年度予算 拡大 縮小
現状
維持

理由 消費税増税に伴う検診委託料単価等の増額があるため

今年度の状況と今後の方向性

評価日 H26.8.12 評価者職氏名 健康管理課長　瀬能　幸則

歯の喪失予防は高齢期の健康維持に繋がることから、継続して実施すべき事業である。受診率の伸びは昨年度と同様の結果であったため、引き続き受診月勧奨
を行うとともに、受診率向上のため健康教育・健康相談の場を通じて、市民に歯の予防医療の重要性をアピールしていく必要がある。

無⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

医療系廃棄物の排出
規制を受ける環境法令等

緊急事態 無

※「財源内訳」について 

財
源
内
訳
 

④
経
 
 
費
 

※「財源内訳」について 


